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(57)【要約】
【課題】巻回部領域の形状保持性を向上させる。
【解決手段】コイル部品１は、基板３上に離間して配置
された第一端子部１１ａ及び第二端子部１１ｂで構成さ
れた８対の端子部対１２～１９と、各端子部対１２～１
９の間に架け渡されたボンディングワイヤ２０とを有し
、コイルの巻回部領域Ｓを画成する巻回部導体の一部が
端子部対１２～１９及びボンディングワイヤ２０で構成
されたコイル部Ｃを備える。上記巻回部導体の一部を構
成するボンディングワイヤ２０がＣｕ又はＣｕ合金で構
成されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板と、
　前記基板上に離間して配置された第一端子部及び第二端子部で構成された少なくとも一
対の端子部対と、前記端子部対の間に架け渡されたボンディングワイヤとを有し、コイル
の巻回部領域を画成する巻回部導体の少なくとも一部が前記端子部対及び前記ボンディン
グワイヤで構成されたコイル部と、
を備え、
　前記ボンディングワイヤの構成材料が、Ｃｕ又はＣｕ合金である、コイル部品。
【請求項２】
　前記ボンディングワイヤは、前記端子部対の前記第一端子部に接続される第一接続部と
、前記端子部対の前記第二端子部に接続される第二接続部と、前記第一接続部と前記第二
接続部との間の導線部とを有し、
　前記ボンディングワイヤの前記導線部の表面がワイヤ被覆部で被覆されている、請求項
１に記載のコイル部品。
【請求項３】
　前記コイル部は、前記ボンディングワイヤが架け渡された前記端子部対を複数有し、
　複数の前記端子部対は、前記各端子部対の並び方向と交差する方向に沿って所定間隔で
並んでいる、請求項１又は２に記載のコイル部品。
【請求項４】
　前記コイル部は、前記基板上に形成された少なくとも一つの導体パターンを有し、
　前記導体パターンによって、前記端子部対の前記第一端子部と、該端子部対と隣り合う
前記端子部対の前記第二端子部とが接続されている、請求項３に記載のコイル部品。
【請求項５】
　前記導体パターンの構成材料が、Ｃｕ又はＣｕ合金である、請求項４に記載のコイル部
品。
【請求項６】
　前記導体パターンの表面がパターン被覆部で被覆されている、請求項４又は５に記載の
コイル部品。
【請求項７】
　前記基板が矩形状を有し、
　前記基板の法線方向から見て、前記ボンディングワイヤは、前記基板の辺に対して平行
に又は直交するように延びている、請求項１～６の何れか一項に記載のコイル部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コイル部品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来のコイル部品として、基板上に形成された一対の端子部の間に架け渡されたボンデ
ィングワイヤを備えたコイル部品が知られている。
【０００３】
　例えば特許文献１には、基板上に互いに平行になるように所定間隔で並設され、複数の
端子部対を有する基板上伝送線路と、基板上伝送線路の各端子部対の間にそれぞれ架け渡
され、端子部対同士を接続するワイヤ伝送線路（Ａｕボンディングワイヤ）と備えたコイ
ル部品が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－２７０４２７号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記特許文献１に記載されているコイル部品では、基板上電送線路とボンディングワイ
ヤとによって巻回された巻回部領域が形成されており、この巻回部領域はボンディングワ
イヤや基板に外力が付加されたときに変形することがあり得る。特に、巻回部領域の面積
が縮小するような変形が生じた場合には、コイル部品のＱ値（quality factor）が低下し
てしまう。したがって、巻回部領域の面積が保持されるよう、巻回部領域には高い形状保
持性が求められる。
【０００６】
　そこで、本発明は、巻回部領域の形状保持性を向上させることができるコイル部品を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係るコイル部品は、基板と、基板上に離間して配置された第一端子部及び第二
端子部で構成された少なくとも一対の端子部対と、端子部対の間に架け渡されたボンディ
ングワイヤとを有し、コイルの巻回部領域を画成する巻回部導体の少なくとも一部が端子
部対及びボンディングワイヤで構成されたコイル部と、を備え、ボンディングワイヤの構
成材料が、Ｃｕ又はＣｕ合金である。
【０００８】
　本発明に係るコイル部品では、コイルの巻回部領域を画成する巻回部導体の一部にボン
ディングワイヤが用いられており、ボンディングワイヤが、Ａｕではなく、Ｃｕ又はＣｕ
合金で構成されている。Ｃｕ又はＣｕ合金で構成されたボンディングワイヤは、Ａｕで構
成されたボンディングワイヤに比べて、高い弾性を有する。そのため、Ｃｕ又はＣｕ合金
で構成されたボンディングワイヤは、形状変形するような力が作用しても撓みにくく、も
し撓んだ場合であっても塑性変形することなく元の形状に形状回復し易い。したがって、
本発明に係るコイル部品によれば、ボンディングワイヤがコイルの巻回部領域を形状保持
することで、巻回部領域の形状保持性の向上が図られている。
【０００９】
　本発明に係るコイル部品において、ボンディングワイヤは、端子部対の第一端子部に接
続される第一接続部と、端子部対の第二端子部に接続される第二接続部と、第一接続部と
第二接続部との間の導線部とを有し、ボンディングワイヤの導線部の表面がワイヤ被覆部
で被覆されていてもよい。この場合、ボンディングワイヤの導線部とワイヤ被覆部とを合
わせた断面積は、ボンディングワイヤの導線部のみの断面積よりも大きくなる。これによ
り、ワイヤ被覆部で被覆されたボンディングワイヤの導電部は、ワイヤ被覆部で被覆され
ていないボンディングワイヤの導線部よりも弾性が高くなっている。よって、巻回部領域
の形状保持性をより向上させることができる。
【００１０】
　本発明に係るコイル部品において、コイル部は、ボンディングワイヤが架け渡された端
子部対を複数有し、複数の端子部対は、各端子部対の並び方向と交差する方向に沿って所
定間隔で並んでいてもよい。この場合、複数の端子部対を有していることで、コイル部の
巻回数を増やすことができるため、高いインダクタンスを有するコイル部品が得られる。
また、電気特性の観点からは、コイル部の巻回数に応じてコイル部の抵抗が増減するため
、コイル部の巻回数を調整することでコイル部の抵抗値を容易に調整することができる。
さらに、機械特性の観点からは、コイル部の巻回数を増やすことで、コイル部に対する外
力（特にコイル部上方からの外力）に対する強度が増加する。
【００１１】
　本発明に係るコイル部品において、コイル部は、基板上に形成された少なくとも一つの
導体パターンを有し、導体パターンによって、端子部対の第一端子部と、該端子部対と隣
り合う端子部対の第二端子部とが接続されていてもよい。この場合、基板上に形成された
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導体パターンが、巻回部導体の一部として、コイルの巻回部領域を画成する。このような
導体パターンは容易に形成することができるため、巻回部領域を容易に形成することがで
きる。また、導体パターンの断面積に応じて導体パターンにおける直流抵抗値が増減する
ため、適宜、導体パターンの断面積を大きく設計することで、コイル部の直流抵抗値の抑
制を容易に図ることができる。
【００１２】
　本発明に係るコイル部品において、導体パターンの構成材料が、Ｃｕ又はＣｕ合金であ
ってもよい。この場合、Ｃｕ又はＣｕ合金で構成された導体パターンは、Ａｕで構成され
た導体パターンに比べて高い弾性を有する。そのため、Ｃｕ又はＣｕ合金で構成された導
体パターンは、形状変形するような力が作用しても撓みにくく、もし撓んだ場合であって
も塑性変形することなく元の形状に形状回復し易い。したがって、本発明に係るコイル部
品によれば、ボンディングワイヤとともに導体パターンがコイルの巻回部領域を保持する
ことで、巻回部領域の形状保持性の向上が図られている。
【００１３】
　本発明に係るコイル部品において、導体パターンの表面がパターン被覆部で被覆されて
いてもよい。この場合、導体パターンとパターン被覆部とを合わせた断面積は、導体パタ
ーンのみの断面積よりも大きくなる。これにより、パターン被覆部で被覆された導体パタ
ーンは、パターン被覆部で被覆されていない導体パターンよりも弾性が高くなっている。
よって、巻回部領域の形状保持性を一層向上させることができる。
【００１４】
　本発明に係るコイル部品において、基板が矩形状を有し、基板の法線方向から見て、ボ
ンディングワイヤは、基板の辺に対して平行に又は直交するように延びていてもよい。コ
イル部品には、基板の辺に沿った方向に曲がる力（曲げモーメント）が付加され易い。こ
のコイル部品では、基板の辺に対して平行に又は直交するようにボンディングワイヤを延
在させて、その力によるボンディングワイヤの変形を最小限に抑えることで、巻回部領域
の形状が保持される。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、巻回部領域の形状保持性を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の実施形態に係るコイル部品を示す斜視図である。
【図２】図１に示したコイル部品の平面図である。
【図３】図１に示したコイル部品のIII-III線に沿った断面図である。
【図４】図１に示したコイル部品のボンディングワイヤが変形した状態を示す図である。
【図５】図１に示したコイル部品のボンディングワイヤが変形した状態を示す図である。
【図６】ボンディングワイヤがワイヤ被覆部で被覆された状態を示す断面図である。
【図７】導体パターンがパターン被覆部で被覆された状態を示す断面図である。
【図８】変形例に係るコイル部品を示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、添付図面を参照して、本発明の実施形態について詳細に説明する。説明において
、同一要素又は同一機能を有する要素には、同一符号を用いることとし、重複する説明は
省略する。
【００１８】
　まず、図１～図３を参照して、本発明の実施形態に係るコイル部品１の構成について説
明する。図１は、コイル部品１の斜視図である。図２は、図１に示したコイル部品１の平
面図である。図３は、図１に示したコイル部品１のIII-III線に沿った断面図である。な
お、図２の平面図では、ボンディングワイヤ２０を二点鎖線で示している。
【００１９】
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　図１及び図２に示すように、コイル部品１は、基板３と、巻回部導体として基板上導体
層１０及びボンディングワイヤ２０を含むコイル部Ｃとを備えている。
【００２０】
　基板３は、平板状であり、平面視で、一対の短辺３ｂ、３ｃ及び一対の長辺３ｄ、３ｅ
とを有する矩形状をなしている。なお、矩形状の基板には、角部が直角であるものの他に
、角部が面取りされているもの、及び、角部が湾曲しているものも含まれる。以下、説明
のため、基板３の長手方向に直交する方向（すなわち、基板３の長辺３ｄ、３ｅが対向す
る方向）をＸ方向とし、基板３の長手方向（すなわち、基板３の短辺３ｂ、３ｃが対向す
る方向）をＹ方向とし、Ｙ方向及びＸ方向に直交する方向をＺ方向とする。基板３の寸法
は、一例として、短辺長さが約１．６ｍｍ、長辺長さが約３．２ｍｍ、厚さが約０．２５
ｍｍである。
【００２１】
　基板上導体層１０は、基板３の主面３ａ上において、所定のパターン形状に形成されて
いる。基板上導体層１０は、複数（本実施形態では９つ）の導体パターン１１と、各導体
パターン１１の一端側に位置する複数（本実施形態では９つ）の第一端子部１１ａと、各
導体パターン１１の他端側に位置する複数（本実施形態では９つ）の第二端子部１１ｂと
を有している。
【００２２】
　複数の導体パターン１１は、同一形状及び同一寸法を有しており、いずれも、１つの第
一端子部１１ａと１つの第二端子部１１ｂとを結ぶように基板３の短辺方向（Ｘ方向）に
沿って一直線状に延在している。複数の導体パターン１１は、基板３上に同じ間隔で並列
配置されている。各導体パターン１１の延在方向長さは、例えば約１～２ｍｍであり、各
導体パターン１１の延在方向に関する幅（すなわち、図１のＹ方向長さ）は、例えば約１
００μｍである。
【００２３】
　複数の第一端子部１１ａは、略円形状をなしており、基板３の一方の長辺３ｄに沿って
長辺方向（Ｙ方向）に同じ間隔で並んでいる。複数の第一端子部１１ａのうち、Ｙ方向で
他端側（基板３の短辺３ｃ側）に位置する第一端子部１１ａは、後述するコイル部Ｃの一
端部を構成している。当該第一端子部１１ａには、出力端子部３２が接続されている。出
力端子部３２は、コイル部Ｃの一端部を構成する第一端子部１１ａの短辺３ｃ側に位置す
る矩形状のパッド部３２ｂと、コイル部Ｃの一端部を構成する第一端子部１１ａとパッド
部３２ｂとを接続する導体部３２ａとを有している。
【００２４】
　複数の第二端子部１１ｂは、略円形状をなしており、基板３の他方の長辺３ｅに沿って
長辺方向（Ｙ方向）に同じ間隔で並んでいる。複数の第二端子部１１ｂのうち、Ｙ方向で
一端側（基板３の短辺３ｂ側）に位置する第二端子部１１ｂは、後述するコイル部Ｃの他
端部を構成している。当該第二端子部１１ｂには、入力端子部３１が接続されている。入
力端子部３１は、コイル部Ｃの他端部を構成する第二端子部１１ｂの短辺３ｂ側に位置す
る矩形状のパッド部３１ｂと、コイル部Ｃの他端部を構成する第二端子部１１ｂとパッド
部３１ｂとを接続する導体部３１ａとを有している。
【００２５】
　第一端子部１１ａと第二端子部１１ｂとは、基板３上で離間して配置されている。そし
て、１つの第一端子部１１ａと１つの第二端子部１１ｂとで、端子部対が構成されている
。図２に示した基板上導体層１０では、第一端子部１１ａは、右隣の第一端子部１１ａに
導体パターン１１を介して接続された第二端子部１１ｂ（すなわち、右下に位置する第二
端子部１１ｂ）と、端子部対を構成している。図２に示した基板上導体層１０は、８対の
端子部対１１ａ、１１ｂを有する。以下、８対の端子部対１１ａ、１１ｂを単に「端子部
対１２～１９」ともいう。複数の端子部対１２～１９は、各端子部対１２～１９の並び方
向と交差する方向に沿って所定間隔で並んでいる。各端子部対１２～１９の間には、ボン
ディングワイヤ２０が架け渡されている。
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【００２６】
　各ボンディングワイヤ２０は、断面略円形状を有する線状部材である。各ボンディング
ワイヤ２０の直径は、例えば約１５μｍ、１８μｍ、又は２５μｍ等である。各ボンディ
ングワイヤ２０は、各端子部対１２～１９において第一端子部１１ａ及び第二端子部１１
ｂの間を接続することにより、Ｙ方向で隣り合う導体パターン１１同士を電気的に接続し
ている。各ボンディングワイヤ２０は、平面視で、基板３の長辺及び短辺に対して交差す
る方向に延びている。
【００２７】
　図３に示すように、ボンディングワイヤ２０は、第一端子部１１ａに接続された第一接
続部２１と、第二端子部１１ｂに接続された第二接続部２２と、第一接続部２１と第二接
続部２２との間に延びている導線部２３とを有し、全体としてＵ字状を呈している。Ｕ字
状のボンディングワイヤ２０の一端部が第一接続部２１であり、他端部が第二接続部２２
である。ボンディングワイヤ２０の高さ（Ｚ方向長さ）は、例えば、約１００μｍ～２０
０μｍである。
【００２８】
　導線部２３は、例えば、三つの直線部２３ａ，２３ｂ，２３ｃと、二つの屈曲部２３ｄ
，２３ｅとを含み、Ｕ字状を呈している。直線部２３ａは、第一接続部２１から基板高さ
方向（Ｚ方向）に沿って立ち上がっている。直線部２３ｂは、第二接続部２２から基板高
さ方向（Ｚ方向）に沿って立ち上がっている。直線部２３ｃは、基板３から所定間隔離れ
た高さ位置で、直線部２３ａの上端部と直線部２３ｂの上端部との間に渡されている。屈
曲部２３ｄは、直線部２３ａと直線部２３ｃとの間に位置し、直線部２３ａと直線部２３
ｃとを接続している。屈曲部２３ｅは、直線部２３ｂと直線部２３ｃとの間に位置し、直
線部２３ｂと直線部２３ｃとを接続している。
【００２９】
　以上のように導体パターン１１、第一端子部１１ａ、第二端子部１１ｂ、及びボンディ
ングワイヤ２０が構成されていることにより、入力端子部３１と出力端子部３２との間に
おいて、互いに接続された導体パターン１１、第一端子部１１ａ、第二端子部１１ｂ、及
びボンディングワイヤ２０によって高周波電流が流れるコイル部Ｃの巻回部導体が構成さ
れる。つまり、入力端子部３１に高周波電流が入力されると、高周波電流は、入力端子部
３１から出力端子部３２まで、互いに接続された導体パターン１１、第一端子部１１ａ、
第二端子部１１ｂ、及びボンディングワイヤ２０を順次流れ、磁界が発生する。コイル部
Ｃは、空芯構造となっており、その軸線は、Ｙ方向に沿っている。本実施形態において、
コイル部Ｃの巻回数は８である。
【００３０】
　コイル部Ｃの巻回部は、例えば、互いに隣り合う端子部対１２～１９の間において、一
方の端子部対１２～１９における第一端子部１１ａ、ボンディングワイヤ２０、一方の端
子部対１２～１９における第二端子部１１ｂ、導体パターン１１、及び他方の端子部対１
２～１９における第一端子部１１ａによって、１巻分が構成される。この場合、第一端子
部１１ａ、第二端子部１１ｂ、ボンディングワイヤ２０、及び導体パターン１１によって
巻回された巻回部の巻回部領域Ｓが形成されている。すなわち、巻回部導体によって、コ
イルの巻回部領域Ｓが画成されている。巻回部領域Ｓは、コイル部Ｃのループを形成する
領域であり、図３に示すように一例として略矩形状を有し得る。コイル部ＣのＱ値は、巻
回部領域Ｓの面積に応じて設定されている。よって、巻回部領域Ｓは、所望のＱ値に応じ
た所定の面積を有している。
【００３１】
　次に、各構成要素の材料について説明する。
【００３２】
　基板３の構成材料は、例えば誘電体材料、フェライト材料若しくはその他公知のセラミ
ック材料、又は、ガラスエポキシ、ポリイミド若しくはその他公知の樹脂材料等である。
基板上導体層１０の構成材料は、Ｃｕ又はＣｕ合金である。すなわち、各導体パターン１
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１の構成材料、各第一端子部１１ａの構成材料、及び各第二端子部１１ｂの構成材料はい
ずれも、Ｃｕ又はＣｕ合金である。本実施形態において、導体パターン１１、第一端子部
１１ａ、及び第二端子部１１ｂは、互いに同じ材料によって一体的に形成されている。ボ
ンディングワイヤ２０の構成材料は、Ｃｕ又はＣｕ合金である。
【００３３】
　次に、図４及び図５を参照して、コイル部品１のボンディングワイヤ２０の変形につい
て説明する。図４及び図５は、コイル部品１のボンディングワイヤ２０が変形した状態を
示す図である。
【００３４】
　本発明者は、ボンディングワイヤを有するコイル部品に外力が作用すると、ボンディン
グワイヤの部分が特にその外力の影響を受け易く、ボンディングワイヤの部分が特に変形
し易いことを見出した。例えば、図４に示すように、コイル部品１に対し、基板３の主面
３ａ側に向かう方向に外力Ｆ１が作用する場合や、図５に示すように、主面３ａが凸とな
るように基板３を撓ませる外力Ｆ２が作用する場合がある。このような外力Ｆ１、Ｆ２が
作用する場合、ボンディングワイヤ２０が基板３側に撓む。ボンディングワイヤ２０の直
線部２３ｃに関しては、基板３側に凸となるように撓む。
【００３５】
　ボンディングワイヤ２０がこのように変形する際、ボンディングワイヤの弾性が低いと
、ボンディングワイヤが基板３側に撓みやすく、かつ、撓んだ状態（図４及び図５の実線
で示す状態）から元の状態（図４の二点鎖線で示す状態）に戻らなくなる場合（すなわち
、ボンディングワイヤ２０の塑性変形が生じてしまう場合）がある。ボンディングワイヤ
２０が図４や図５のように撓むと、巻回部領域Ｓの面積が縮小し、また、撓んだ状態から
元の状態に戻らなくなると、巻回部領域Ｓが縮小されたままとなる。その結果、コイル部
品１のＱ値が著しく低下してしまう。
【００３６】
　このような問題に対し、本実施形態に係るコイル部品１によれば、コイルの巻回部領域
Ｓを画成する巻回部導体の一部にボンディングワイヤ２０が用いられており、ボンディン
グワイヤ２０が、Ａｕではなく、Ｃｕ又はＣｕ合金で構成されている。Ｃｕ又はＣｕ合金
で構成されたボンディングワイヤ２０は、Ａｕで構成されたボンディングワイヤに比べて
、高い弾性を有する。そのため、Ｃｕ又はＣｕ合金で構成されたボンディングワイヤ２０
は、形状変形するような力が作用しても撓みにくく、もし撓んだ場合であっても塑性変形
することなく元の形状に形状回復し易い。したがって、コイル部品１によれば、ボンディ
ングワイヤ２０がコイルの巻回部領域Ｓを形状保持することで、巻回部領域Ｓの形状保持
性の向上が図られている。
【００３７】
　また、本実施形態によれば、複数の端子部対１２～１９を有していることで、コイル部
Ｃの巻回数を増やすことができるため、高いインダクタンスを有するコイル部品１が得ら
れる。また、電気特性の観点からは、コイル部Ｃの巻回数に応じてコイル部Ｃの抵抗が増
減するため、コイル部Ｃの巻回数を調整することでコイル部Ｃの抵抗値を容易に調整する
ことができる。さらに、機械特性の観点からは、コイル部Ｃの巻回数を増やすことで、コ
イル部Ｃに対する外力（特にコイル部上方からの外力）に対する強度が増加する。
【００３８】
　また、本実施形態によれば、基板３上に形成された導体パターン１１が、巻回部導体の
一部として、コイルの巻回部領域Ｓを画成する。このような導体パターン１１は容易に形
成することができるため、巻回部領域Ｓを容易に形成することができる。また、導体パタ
ーン１１の断面積に応じて導体パターン１１における直流抵抗値が増減するため、適宜、
導体パターン１１の断面積を大きく設計することで、コイル部Ｃの直流抵抗値の抑制を容
易に図ることができる。
【００３９】
　また、Ｃｕ又はＣｕ合金で構成された導体パターン１１は、Ａｕで構成された導体パタ
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ーンに比べて高い弾性を有する。そのため、Ｃｕ又はＣｕ合金で構成された導体パターン
１１は、形状変形するような力が作用しても撓みにくく、もし撓んだ場合であっても塑性
変形することなく元の形状に形状回復し易い。したがって、コイル部品１によれば、ボン
ディングワイヤ２０とともに導体パターン１１がコイルの巻回部領域Ｓを保持することで
、巻回部領域Ｓの形状保持性の向上が図られている。
【００４０】
　また、本実施形態に係るコイル部品１によれば、基板上導体層１０における第一及び第
二端子部１１ａ、１１ｂとボンディングワイヤ２０とが何れもＣｕ又はＣｕ合金を構成材
料としているため、基板上導体層１０における第一及び第二端子部１１ａ、１１ｂとボン
ディングワイヤ２０との接続性を高めることができる。
【００４１】
　なお、基板上導体層１０の構成材料は、Ｃｕ又はＣｕ合金に限られず、ＮｉやＦｅ等で
あってもよい。また、基板上導体層１０は、構成材料が異なる複数の層を含む積層構造を
有していてもよい。基板上導体層１０は、例えば、下層側（基板３側）に配置されたＮｉ
層と、上層側（ボンディングワイヤ２０側）に配置されたＣｕ層とを含む積層構造であっ
てもよい。また、基板上導体層１０における第一端子部１１ａ及び第二端子部１１ｂは、
めっき形成等により、Ａｕによって被覆されていてもよい。第一端子部１１ａ及び第二端
子部１１ｂを展延性が高いＡｕで被覆することにより、基板３の撓み等に伴い導体パター
ン１１にかかる外力が第一端子部１１ａ及び第二端子部１１ｂで吸収され易く、基板上導
体層１０全体としての変形を抑制することができる。
【００４２】
　次に、図６を参照して、上述したボンディングワイヤ２０とは異なる態様のボンディン
グワイヤについて説明する。
【００４３】
　図６に示すボンディングワイヤは、上述したボンディングワイヤ２０の導線部２３の外
周面２３ｆ（表面）にワイヤ被覆部２５が被覆されたものである。具体的には、ワイヤ被
覆部２５は、ボンディングワイヤ２０の導線部２３の外周面２３ｆの全体を覆っている。
以下、ボンディングワイヤ２０の導線部２３とワイヤ被覆部２５とを含んだ構成（すなわ
ち、ワイヤ被覆部２５で覆われたボンディングワイヤ２０の導線部２３）を、積層ワイヤ
部２６ともいう。
【００４４】
　ワイヤ被覆部２５の構成材料は、導線部２３の構成材料と同じでもよく、異なっていて
もよい。ワイヤ被覆部２５の構成材料は、例えばＣｕ、Ｎｉ、Ｆｅ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗ、Ｔ
ｉ、Ｔａ、又はＰｄ等である。ワイヤ被覆部２５は、例えばめっき形成等によって形成さ
れている。ワイヤ被覆部２５は、単層構造でも複数層構造でもよい。すなわち、積層ワイ
ヤ部２６は、二層構造でもよいし、三層以上の多層構造でもよい。積層ワイヤ部２６の断
面積は、導線部２３単体の断面積よりも大きくなっている。
【００４５】
　以上、図６に示した態様のボンディングワイヤを備えるコイル部品によれば、ボンディ
ングワイヤ２０の導線部２３とワイヤ被覆部２５とを合わせた断面積は、ボンディングワ
イヤ２０の導線部２３のみの断面積よりも大きくなる。これにより、ワイヤ被覆部２５で
被覆されたボンディングワイヤ２０の導線部２３、すなわち積層ワイヤ部２６は、ワイヤ
被覆部２５で被覆されていないボンディングワイヤ２０の導線部２３よりも弾性が高くな
っている。よって、巻回部領域Ｓの形状保持性をより向上させることができる。
【００４６】
　また、ワイヤ被覆部２５の構成材料が、Ｃｕ及びＣｕ合金以外の金属であるＮｉ、Ｆｅ
、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗ、Ｔｉ、Ｔａ、又はＰｄ等である場合には、当該ワイヤ被覆部２５によ
って被覆された導線部２３の酸化を抑制することができる。
【００４７】
　なお、上記実施形態では、ボンディングワイヤ２０の導線部２３がワイヤ被覆部２５に
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よって被覆されているとしたが、これに限られず、ボンディングワイヤ２０の第一接続部
２１又は第二接続部２２がワイヤ被覆部２５によって被覆されていてもよく、導線部２３
と第一及び第二接続部２１、２２とを含むボンディングワイヤ２０の全体がワイヤ被覆部
２５によって被覆されていてもよい。
【００４８】
　次に、図７を参照して、上述したコイル部品１とは異なる態様のコイル部品について説
明する。
【００４９】
　図７は、上述したコイル部品１の図３に対応する断面図である。図７に示す態様では、
導体パターン１１がパターン被覆部５によって被覆されている。
【００５０】
　図７に示す態様において、パターン被覆部５は、基板上導体層１０の露出している面、
すなわち基板上導体層１０の基板３と接していない表面１０ａの略全体を覆っている。こ
れにより、導体パターン１１の表面１１ｃの略全体が、パターン被覆部５によって覆われ
ている。なお、パターン被覆部５は、基板上導体層１０の側面（Ｘ方向で対向する面）を
覆っていなくてもよく、基板上導体層１０の第一及び第二端子部１１ａ、１１ｂの表面を
覆っていなくてもよい。以下、導体パターン１１とパターン被覆部５とを含んだ構成（す
なわち、パターン被覆部５で覆われた導体パターン１１）を、積層パターン層７ともいう
。
【００５１】
　パターン被覆部５の構成材料は、導体パターン１１の構成材料と同じでもよく、異なっ
ていてもよい。パターン被覆部５の構成材料は、例えば、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｆｅ、Ｃｒ、Ｍｏ
、Ｗ、Ｔｉ、Ｔａ、又はＰｄ等である。パターン被覆部５は、例えばめっき形成等によっ
て形成されている。パターン被覆部５は、単層構造でも複数層構造でもよい。すなわち、
積層パターン層７は、二層構造でもよいし、三層以上の多層構造でもよい。積層パターン
層７の断面積は、導体パターン１１単体の断面積よりも大きくなっている。
【００５２】
　なお、図７に示す態様において、ボンディングワイヤ２０の第一接続部２１は、第一端
子部１１ａに対応する位置で、パターン被覆部５に接続されている。すなわち、ボンディ
ングワイヤ２０の第一接続部２１は、パターン被覆部５を介して、第一端子部１１ａに接
続されている。また、ボンディングワイヤ２０の第二接続部２２は、第二端子部１１ｂに
対応する位置で、パターン被覆部５に接続されている。すなわち、ボンディングワイヤ２
０の第二接続部２２は、パターン被覆部５を介して、第二端子部１１ｂに接続されている
。
【００５３】
　以上、図７に示した態様のコイル部品によれば、導体パターン１１とパターン被覆部５
とを合わせた断面積は、導体パターン１１のみの断面積よりも大きくなる。これにより、
パターン被覆部５で被覆された導体パターン１１、すなわち積層パターン層７は、パター
ン被覆部５で被覆されていない導体パターン１１よりも弾性が高くなっている。よって、
巻回部領域Ｓの形状保持性を一層向上させることができる。
【００５４】
　また、パターン被覆部５の構成材料が、Ｃｕ及びＣｕ合金以外の金属であるＮｉ、Ｆｅ
、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗ、Ｔｉ、Ｔａ、又はＰｄ等である場合には、当該パターン被覆部５によ
って被覆された導体パターン１１の酸化を抑制することができる。
【００５５】
［実施例］
　以下、上記効果を説明すべく、本発明者が実施した実施例について説明する。なお、本
発明は以下の実施例に限定されるものではない。
【００５６】
　以下の実施例及び比較例では、インダクタンスＬが７［ｎＨ］のコイル部品を１００個
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準備した。なお、インダクタンスＬは、コイルの巻回数及び高さに応じて調整した。ここ
で、コイルの高さとは、上述のボンディングワイヤの高さをいう。コイルの高さを本実施
例では２００μｍとした。基板上導体層の各導体パターン１１のＹ方向での幅は約２０μ
ｍ、Ｚ方向での厚みは１８μｍとした。ボンディングワイヤの直径は約１８μｍとした。
また、基板上導体層の構成材料は、Ｃｕとした。
【００５７】
（実施例１）
　実施例１では、構成材料がＣｕであるボンディングワイヤを備えたコイル部品を用いて
、Ｑ値の低下率の評価を行った。具体的には、コイル部品に対し、２ＭＨｚの高周波電流
を与えた。そして、高周波電流を与える前の初期と高周波電流を与え始めてから１０００
時間経過後とで、Ｑ値を測定した。
【００５８】
（実施例２）
　実施例２では、ボンディングワイヤの導線部がワイヤ被覆部で被覆されたコイル部品を
用いて、上記実施例１と同様にしてＱ値の測定を行った。ワイヤ被覆部の構成材料は、Ｐ
ｄとした。
【００５９】
（実施例３）
　実施例３では、ボンディングワイヤの導線部がワイヤ被覆部で被覆されたコイル部品を
用いて、上記実施例１と同様にしてＱ値の測定を行った。ワイヤ被覆部の構成材料は、Ｎ
ｉとした。
【００６０】
（比較例１）
　比較例１では、比較例に係るコイル部品を用いて、上記実施例１と同様にしてＱ値の測
定を行った。比較例に係るコイル部品は、ボンディングワイヤの構成材料がＡｕである点
でのみ、上記実施例１に係るコイル部品とは異なっている。
【００６１】
（結果）
　実施例１、実施例２、実施例３及び比較例１での測定結果を表１に示す。なお、表１に
おけるＱ値の低下率とは、高周波電流を与える前におけるコイル部品１００個のＱ値の平
均値に対し、高周波電流を１０００時間与えた後におけるコイル部品１００個のＱ値の平
均値が低下した割合を示す。ボンディングワイヤの弾性率（ヤング率）は、ナノインデン
テーション法により評価した。
【表１】

【００６２】
　表１に示すように、ボンディングワイヤの弾性率は、比較例１の場合、約８０［×１０
９Ｎ／ｍ２］であったのに対し、実施例１の場合、約１１０［×１０９Ｎ／ｍ２］であり
、実施例２の場合、約１１５［×１０９Ｎ／ｍ２］であり、実施例３の場合、約２０５［
×１０９Ｎ／ｍ２］であった。また、Ｑ値の低下率は、比較例１の場合、１２[％]であっ
たのに対し、実施例１の場合には４[％]であり、実施例２の場合には２［％］であり、実
施例３の場合には０［％］であった。よって、実施例１～３のようにボンディングワイヤ
の構成材料がＣｕである場合には、比較例１のようにボンディングワイヤの構成材料がＡ
ｕである場合よりも、Ｑ値の低下を抑制可能であることが示された。また、実施例２及び
３のようにボンディングワイヤの導線部がワイヤ被覆部で被覆されている場合には、実施
例１の場合よりもさらにＱ値の低下が抑制されており、特に実施例３の場合にはコイル部
品１００個のＱ値は低下せずに維持されたことが示された。



(11) JP 2017-199796 A 2017.11.2

10

20

30

40

50

【００６３】
　ここで、上述したように、コイル部ＣのＱ値は、コイル部の巻回部領域の面積に応じて
設定されており、Ｑ値は、巻回部領域の面積が縮小することに伴い低下する。よって、Ｑ
値の低下を抑制できているほど、巻回部領域の形状保持性が高いと言える。以上のことか
ら、巻回部領域の形状保持性は、実施例１～３のようにボンディングワイヤの構成材料が
Ｃｕである場合には、比較例１のようにボンディングワイヤの構成材料がＡｕである場合
よりも高く、また、実施例２及び３のようにボンディングワイヤの導線部がワイヤ被覆部
で被覆されている場合には、実施例１よりもさらに高いことが確認された。
【００６４】
　以上、本発明の種々の実施形態に基づいて説明したが、本発明は上記実施形態に限定さ
れず、各請求項に記載した要旨を変更しない範囲で変形し、又は他に適用してもよい。
【００６５】
　例えば、上記実施形態では、コイル部Ｃの巻回部領域Ｓが、第一及び第二端子部１１ａ
、１１ｂと、ボンディングワイヤ２０と、導体パターン１１とによって形成されていると
したが、これに限られない。巻回部導体として、基板裏面に、表面同様のボンディングワ
イヤ及び端子部対を設け、基板の表裏面の対応する端子部同士をスルーホールを介して接
続する構成としてもよい。
【００６６】
　また、上記実施形態では、各ボンディングワイヤ２０が、基板３の長辺及び短辺に対し
て平面視で交差する方向に延びているとしたが、これに限られない。例えば、図８に、変
形例に係るコイル部品１Ａを示す。図８は、変形例に係るコイル部品１Ａを示す平面図で
あって、図２に対応する図である。図８に示す変形例では、各ボンディングワイヤ２０は
、主面３ａの法線方向から見て、基板３の短辺３ｂ、３ｃの方向（Ｘ方向）に沿って延び
て端子部対１１ａ、１１ｂ間に架け渡されている。なお、本変形例において、各導体パタ
ーン１１は、Ｘ方向に沿っておらず、Ｘ方向に交差する方向に延びている。また、基板３
の短辺３ｂ側に位置する第一端子部１１ａは、コイル部Ｃの一端部を構成していると共に
出力端子部３２と接続されており、基板３の短辺３ｃ側に位置する第二端子部１１ｂは、
コイル部Ｃの他端部を構成していると共に入力端子部３１と接続されている。
【００６７】
　ここで、コイル部品には、基板３の短辺３ｂ、３ｃ又は長辺３ｄ、３ｅに沿った方向に
曲がる外力（曲げモーメント）が付加され易い。変形例に係るコイル部品１Ａによれば、
基板３の短辺３ｂ、３ｃに対して平行にボンディングワイヤ２０を延在させて、基板３の
短辺３ｂ、３ｃに沿った方向に曲がる外力Ｆ２によるボンディングワイヤ２０の変形を最
小限に抑えることで、巻回部領域Ｓの形状が保持される。なお、各ボンディングワイヤ２
０は、主面３ａの法線方向から見て、基板３の長辺３ｄ、３ｅ（Ｙ方向）に沿って延びて
端子部対１１ａ、１１ｂ間に架け渡されていてもよい。この場合には、基板３の長辺３ｄ
、３ｅに沿った方向に曲がる外力によるボンディングワイヤ２０の変形を最小限に抑える
ことで、巻回部領域Ｓの形状が保持される。
【００６８】
　また、上記実施形態では、ボンディングワイヤ２０は、略Ｕ字状に折り曲げられている
としたが、これに限られず、例えばアーチ状、台形状又は三角形状等に折り曲げられてい
てもよい。また、上記実施形態では、ボンディングワイヤ２０の導線部２３は、直線部２
３ａ，２３ｂ，２３ｃ及び屈曲部２３ｄ，２３ｅを有しているとしたが、これに限られな
い。例えば、導線部２３は、一つの曲線部で滑らかに構成されていてもよい。
【００６９】
　上記実施形態では、コイル部Ｃが空芯構造であるしたが、これに限られず、コイル部Ｃ
が巻芯部（コア）を有していてもよく、巻回部領域Ｓが樹脂等によって埋められていても
よい。また、巻回部領域Ｓの変形は、上述した外力による変形に限られず、例えばコイル
部Ｃの周囲が樹脂モールドされる場合の樹脂固化時における収縮に伴う外力による変形等
も含まれる。また、上記実施形態では、巻回部領域Ｓの面積が縮小するような変形に対す
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る変形保持性について述べたが、これに限られず、本発明によれば、巻回部領域Ｓの面積
が拡大するような変形に対する変形保持性も向上させることができる。
【００７０】
　導体パターン１１の数、端子部対１１ａ、１１ｂの数、及びボンディングワイヤ２０の
数は、上記実施形態に限られず、適宜増減することができる。
【符号の説明】
【００７１】
　１、１Ａ…コイル部品、３…基板、３ｂ、３ｃ…短辺、３ｄ、３ｅ…長辺、５…パター
ン被覆部、１１…導体パターン、１１ｃ…表面、１１ａ…第一端子部、１１ｂ…第二端子
部、１２～１９…端子部対、２０…ボンディングワイヤ、２１…第一接続部、２２…第二
接続部、２３…導線部、２３ｆ…外周面（表面）、２５…ワイヤ被覆部。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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